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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　格納槽内に格納された有機物を分解処理するためのイオンを生成する有機物分解処理用
イオン生成装置であって、
　対向配置された針電極及び平板電極と、
　正極性の直流電圧を前記針電極に印加する直流電源部と、
　を備え、
　前記直流電源部は、
　前記直流電圧の電圧値を５～３０ｋＶに設定し、かつ、電界強度を０．２５～１．５ｋ
Ｖ／ｍｍとし、大気中で前記針電極及び前記平板電極の間に正極性コロナ放電を発生させ
る電圧制御部を有し、
　前記正極性コロナ放電を発生させることで、オキソニウムイオンを生成する、有機物分
解処理用イオン生成装置。
【請求項２】
　前記針電極及び前記平板電極を支持する筒状の電極支持部材を備え、
　前記電極支持部材は、筒状内壁部で囲われた中空空間で前記針電極及び前記平板電極を
対向配置させて、前記中空空間内で前記正極性コロナ放電を発生させる、請求項１に記載
の有機物分解処理用イオン生成装置。
【請求項３】
　前記電極支持部材が内部に設置された筐体を備え、
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　前記筐体には、送風機から排出された気体を導入する導入口と、前記格納槽内に前記気
体を排出する排出口と、が設けられており、
　前記電極支持部材は、前記中空空間の中心軸上に前記排出口が位置するように配置され
、
　前記筐体は、前記導入口から導入された前記気体を、前記中空空間を通過させ直線的に
前記排出口に向けて送出する、請求項２に記載の有機物分解処理用イオン生成装置。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の有機物分解処理用イオン生成装置が、前記格納槽に設
けられた、有機物分解処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機物分解処理用イオン生成装置及び有機物分解処理装置に関し、例えば野
菜くず等の生ごみを分解処理する有機物分解処理装置に適用して好適なものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、生ごみ等の有機物を分解する際に活性酸素種を用いる、生ごみ処理装置が知られ
ている（例えば、特許文献１参照）。特許文献１には、例えば、活性酸素種として、スー
パーオキシド（Ｏ２・－）や、ヒドロキシラジカル（・ＯＨ）、過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）
、一重化酸素（１Ｏ２）、オゾン（Ｏ３）等を使用して、格納槽内に投入された生ごみを
分解処理することが開示されている。
【０００３】
　このような、活性酸素種を使用した生ごみ処理装置は、バクテリアを使用する生ごみ処
理装置に比べて、分解処理時にメタンガスが発生し難く、腐敗臭を抑制できる等の利点を
有している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１７－１８９４１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、このような生ごみ処理装置に投入される生ごみの中には、紙材等の生ごみ以
外の他の種々の有機物が混入している恐れもあるため、分別等の手間を考慮すると、従来
よりも分解処理能力が高い有機物分解処理装置の開発が望まれる。また、分解処理に要す
る時間の更なる短縮化等の観点からも、分解処理能力の向上が望まれている。
【０００６】
　そこで、本発明は、有機物の分解処理能力を、従来よりも一段と向上させることができ
る有機物分解処理用イオン生成装置及び有機物分解処理装置を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る有機物分解処理用イオン生成装置は、格納槽内に格納された有機物を分解
処理するためのイオンを生成する有機物分解処理用イオン生成装置であって、対向配置さ
れた針電極及び平板電極と、正極性の直流電圧を前記針電極に印加する直流電源部と、を
備え、前記直流電源部には、前記直流電圧を所定の電圧値に設定し、大気圧中で前記針電
極及び前記平板電極の間に正極性コロナ放電を発生させる電圧制御部を有する、ものであ
る。
【０００８】
　また、本発明に係る有機物分解処理装置は、上述した有機物分解処理用イオン生成装置
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が、前記格納槽に設けられたものである。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、有機物の分解処理能力が高いオキソニウムイオンを生成できることか
ら、当該オキソニウムイオンを使用することで、有機物の分解処理能力を、従来よりも一
段と向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明による有機物分解処理装置の全体構成を示した概略図である。
【図２】図２Ａは、電極構造体の構成を示す概略図であり、図２Ｂは、電極構造体の正面
構成を示す概略図である。
【図３】電子親和力の説明に供するグラフである。
【図４】蒸発速度ｖと気化熱ＬＶとの関係を説明する際に用いるグラフである。
【図５】オキソニウムイオンの発生位置から距離ｘ離れた位置でのオキソニウムイオンの
個数密度を示したグラフである。
【図６】オキソニウムイオンを照射した場合と、マイナスイオン及びオゾンを照射した場
合と、マイナスイオンのみを照射した場合と、イオン等を照射しなかった場合とについて
、それぞれ含有高分子吸収体の蒸発質量を測定した測定結果を示すグラフである。
【図７】オキソニウムイオンを照射した場合と、マイナスイオン及びオゾンを照射した場
合と、マイナスイオンのみを照射した場合と、イオン等を照射しなかった場合とについて
、それぞれ含有高分子吸収体の残存質量を測定した測定結果を示すグラフである。
【図８】含有高分子吸収体から５０ｃｍ離れた位置からオキソニウムイオンを照射した場
合と、イオン等を照射しなかった場合とについて、それぞれ含有高分子吸収体の蒸発質量
を測定した測定結果を示すグラフである。
【図９】含有高分子吸収体から５０ｃｍ離れた位置からオキソニウムイオンを照射した場
合と、イオン等を照射しなかった場合とについて、それぞれ含有高分子吸収体の残存質量
を測定した測定結果を示すグラフである。
【図１０】オキソニウムイオンを照射した場合と、イオン等を照射しなかった場合とにつ
いて、それぞれ水の蒸発質量を測定した測定結果を示すグラフである。
【図１１】オキソニウムイオンを照射した場合と、イオン等を照射しなかった場合とにつ
いて、それぞれ水の残存質量を測定した測定結果を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態について詳細に説明する。
【００１２】
　＜本発明の有機物分解処理装置の構成＞
　図１は、本発明による有機物分解処理装置１の全体構成を示す概略図である。有機物分
解処理装置１は、野菜くず等の生ごみの他、高分子体や紙材等の様々な有機物を、オキソ
ニウムイオンを用いて分解処理できる構成を有する。オキソニウムイオンは、例えばヒド
ロニウムイオン、オキサトリキナン、オキサトリキナセン等であり、プラスのイオンであ
る。この場合、有機物分解処理装置１は、有機物が投入される格納槽２と、送風機３と、
有機物分解処理用イオン生成装置４と、を備えている。
【００１３】
　分解処理対象となる有機物は、格納槽２の投入口２ａから内部に投入されて、格納槽２
内に格納される。分解処理後の有機物は、格納槽２の排出口２ｂから外部に排出すること
ができる。この場合、有機物分解処理装置１は、図示しない加熱器及び攪拌機を内部に備
えており、有機物分解処理用イオン生成装置４で生成されたオキソニウムイオンを格納槽
２内の有機物に照射しつつ、有機物を加熱及び攪拌することで有機物の水分を蒸発させて
分解処理する。
【００１４】
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　送風機３及び有機物分解処理用イオン生成装置４は格納槽２の所定位置にそれぞれ設置
されており、これら送風機３及び有機物分解処理用イオン生成装置４は配管５により接続
されている。送風機３は、外気を吸引し、吸引した気体を、配管５を介して有機物分解処
理用イオン生成装置４に送出する。送風機３から有機物分解処理用イオン生成装置４内に
送出された気体は、有機物分解処理用イオン生成装置４の内部を通過して格納槽２内に送
出される。
【００１５】
　有機物分解処理用イオン生成装置４は、後述する電極構造体が内部に設置された筐体８
と、直流電源部９と、を備えている。筐体８には、配管５に接続され、かつ送風機３から
排出された気体を筐体８内に導入する導入口（図示せず）が設けられている。また、筐体
８には、格納槽２と連通し、かつ送風機３からの気体を格納槽２内に排出する排出口（図
示せず）が設けられている。
【００１６】
　筐体８は、内部に密封空間を形成しており、この密閉空間に送風機３からの気体が導入
されることで、導入口から電極構造体（後述する）を経由して排出口に向けて気体が流れ
る気流を形成する。これにより、筐体８は、内部で生成されているオキソニウムイオンを
排出口から格納槽２内に送出させる。
【００１７】
　直流電源部９は、正極性の直流電圧を生成し、これを筐体８内の電極構造体に印加する
。直流電源部９は、直流電圧の電圧値を制御可能な電圧制御部１０を有しており、電圧制
御部１０によって直流電圧を所定の電圧値に設定する。これにより、電圧制御部１０は、
電極構造体にて正極性コロナ放電を発生させ、電極構造体でオキソニウムイオンを生成さ
せることができる。この際、電圧制御部１０は、有機物の分解処理能力が高いオキソニウ
ムイオンを生成するために、直流電圧の電圧値を最適な値に設定している。
【００１８】
　＜電極構造体について＞
　次に、有機物分解処理用イオン生成装置４の筐体８内に設置される電極構造体について
以下説明する。図２Ａに示すように、電極構造体１１は、針電極１２と平板電極１３と電
極支持部材１４とを備えている。電極支持部材１４は、例えばポリ塩化ビニール等の絶縁
材料からなり、円筒状に形成されており、針電極１２及び平板電極１３を支持している。
【００１９】
　なお、本実施形態では、筒状でなる電極支持部材として、円筒状でなる電極支持部材１
４を適用した場合について述べたが、本発明はこれに限らず、例えば四辺や多角等の角筒
状でなる電極支持部材を適用してもよい。
【００２０】
　電極支持部材１４は、筒状内壁部１４ａに囲まれた中空空間ＥＲ１内で針電極１２及び
平板電極１３が対向配置されるように支持している。電極支持部材１４は、筐体８（図１
）の、図示しない導入口及び排出口の間に配置されている。これにより、送風機３からの
気体が導入口から筐体８内に導入されると、中空空間ＥＲ１内の中心軸Ｘに沿って一方向
（例えば、中心軸Ｘの矢印方向）に流れる気流が、中空空間ＥＲ１内に形成される。
【００２１】
　より具体的には、中空空間ＥＲ１の中心軸Ｘ上に、筐体８の導入口及び排出口が配置さ
れるように、電極支持部材１４が筐体８内に配置されることが望ましい。特に、電極支持
部材１４の中空空間ＥＲ１における開口端部を筐体８の排出口に向けることで、中空空間
ＥＲ１から排出口を直線的に結ぶ気流を形成できる。これにより、中空空間ＥＲ１内で生
成されたオキソニウムイオン（後述する）が、筐体８の内壁等に当たることを抑制でき、
オキソニウムイオンを排出口に向けて直接導くことができる。
【００２２】
　電極支持部材１４は、図２Ｂに示すように、例えば、筒状内壁部１４ａ間の内部直径Ｙ

２は、２５±５ｍｍ、外部直径Ｙ３は、３２±５ｍｍに選定されている。
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【００２３】
　針電極１２と平板電極１３は、図２Ｂに示すように、中空空間ＥＲ１の中心軸Ｘに対し
直交する１つの直交線Ｙ上に対向配置されており、針電極１２の針状先端部１２ａの直下
に平板電極１３の平板部１３ｂが配置されている。針電極１２は、例えばタングステン等
の金属材料により形成され、直径が０.１～２ｍｍに選定されている。針電極１２は、電
極支持部材１４の筒状内壁部１４ａを貫通するように設けられており、針状先端部１２ａ
が中空空間ＥＲ１内に露出している。
【００２４】
　平板電極１３は、例えば、ステンレス等の金属材料により形成されており、棒状に形成
された支持部１３ａと、支持部１３ａの端部に形成された平板部１３ｂとを備えている。
平板部１３ｂは、直径５～２０ｍｍ、厚さ１．５±１ｍｍの円盤状に形成されている。支
持部１３ａは、電極支持部材１４の筒状内壁部１４ａを貫通するように設けられており、
平板部１３ｂを中空空間ＥＲ１内に露出させる。
【００２５】
　なお、本実施形態においては、針電極１２と、平板電極１３の支持部１３ａとを、筒状
内壁部１４ａを貫通するように設けた場合について述べたが、本発明はこれに限らない。
例えば、針電極１２の根本部先端を筒状内壁部１４ａの表面に固定し、針電極１２を筒状
内壁部１４ａに対して非貫通で設けるようにしても良い。また、平板電極１３についても
、支持部１３ａ又は平板部１３ｂを筒状内壁部１４ａの表面に固定し、筒状内壁部１４ａ
に対して非貫通で設けるようにしても良い。
【００２６】
　針電極１２の針状先端部１２ａと、この針状先端部１２ａに対向した平板電極１３の平
板部１３ｂとの電極間距離Ｙ１は、例えば２０ｍｍに選定されている。なお、電極間距離
Ｙ１は、２０ｍｍには限らず、後述する正極性の直流電圧の電圧値（ｋＶ）と、電界強度
（ｋＶ／ｍｍ）とで基本的に規定される。
【００２７】
　ここで、図２Ａに示すように、電極支持部材１４の外部に露出した針電極１２の根元部
は、電圧制御部１０に接続されている。また、この実施形態の場合、平板電極１３はアー
スに接続されている。なお、平板電極１３についてはアースに接続せずに、電圧制御部１
０に接続し、負極性の直流電圧が印加されて負極として機能させてもよい。
【００２８】
　平板電極１３をアースに接続した構成の場合、電圧制御部１０が針電極１２に印加する
正極性の直流電圧として、電界強度が０．２５～１．５ｋＶ／ｍｍであり、かつ電圧値が
５～３０ｋＶであることが望ましい。正極性の直流電圧の電界強度を０．２５～１．５ｋ
Ｖ／ｍｍとすることで、電極間距離Ｙ１において正極性コロナ放電を安定して発生させる
ことができる。
【００２９】
　直流電圧の電界強度を０．２５～１．５ｋＶ／ｍｍとしたときでも、正極性の直流電圧
の電圧値が５ｋＶ未満のときには、有機物を分解処理するのに必要となる充分なオキソニ
ウムイオンを生成し難い。また、正極性の直流電圧の電圧値が３０ｋＶ超のときには、放
電の安定性を保つための条件が、電圧値が３０ｋＶ以下の時よりも非常に厳しくなり、メ
ンテナンス等の観点から、実用性が低下する恐れがある。よって、直流電圧の電界強度を
０．２５～１．５ｋＶ／ｍｍとしつつ、正極性の直流電圧の電圧値を５～３０ｋＶとする
ことが望ましい。
【００３０】
　このように、上述した電圧値の直流電圧が針電極１２に印加されることで、大気圧中に
ある針電極１２及び平板電極１３の間には定常不平等電界が発生し、正極性コロナ放電が
発生する。これにより、放電空間となる中空空間ＥＲ１内にオキソニウムイオンを生成さ
せることができる。
【００３１】
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　真空中の放電と大気中の放電の違いについて述べる。同じ針電極１２と平板電極１３を
使用するとし、ｋＶ／ｍｍを固定して、電圧と電極間距離を変えた場合について考察する
。真空中であれば、電界強度分布は相似形になる。しかしながら、大気中の場合には、微
量に存在する正負イオンの影響を受けるため、電界強度分布は相似形になるとは限らない
。電極間距離が大きくなるほど、正負イオンの影響を大きく受けるため、放電の安定性を
確保することが難しくなる。
【００３２】
　ここで、放電空間内にイオンを生成させる主な反応の１つとして、分子イオンの生成反
応が挙げられる。気体分子Ｍが電離して、分子イオンＭ＋と電子ｅ－に分かれるためには
、気体分子Ｍのイオン化エネルギー以上のエネルギーを、気体分子Ｍに与える必要がある
。大気圧下の放電空間において、このエネルギーは、高電界のグロー領域で加速される電
子の衝突によって与えられる。
【００３３】
　放電により生成された一次イオンは、自らの極性に従い電気力線に沿って電界中を進む
。平板電極１３に向かう一次イオンは、平均自由行程を進むと、放電空間内に存在する気
体や中性ラジカル種Ａ・、［Ｍ－Ｂ］・、Ｂ・に由来する放電副生成物と衝突して様々な
イオン分子反応を起こし、より長寿命なイオン種に変化する。この過程はドリフト領域を
移動しながら継続して起こり、逐次的なイオン分子反応を経て、最終イオンが生成される
。
【００３４】
　大気中での正極性コロナ放電の場合、放電条件に依らずオキソニウムイオンが最終イオ
ンとなる。大気中での正極性コロナ放電におけるオキソニウムイオンの生成とその発展過
程は、各素反応の速度定数の実測値に基づいて予測されている。これによると、例えば、
オキソニウムイオンのうちヒドロニウムイオンは、グロー領域での電離によって生成され
るＮ２

＋・とＯ２
＋・を一次イオンとし、主にＨ２Ｏが関与する発展過程を経て生成され

る。
【００３５】
　＜オキソニウムイオンの酸化力について＞
　次にオキソニウムイオンの酸化力について説明する。原子は、放出したエネルギーの分
だけ安定になる。電子親和力は、最外殻に電子を１つ取り込む際に放出されるエネルギー
である。電子親和力が大きいということは、対象物から電子を奪い自身が安定になろうと
する傾向が高いということを示す。すなわち、電子親和力が大きいということは、酸化力
が強いと言える。
【００３６】
　図３は、原子番号と電子親和力の関係を示したグラフである。同一周期内で比較すると
、フッ素（Ｆ）や塩素（Ｃｌ）のハロゲン元素の電子親和力が極大になっている。塩素の
電子親和力は非常に大きく、３．６１７ｅＶである。通常イオン化する際は１価の陰イオ
ンとなる。ここで、ある原子の１価の陽イオンの電子親和力について考える。原子の第１
イオン化エネルギーとは、その原子の最外殻から電子を１つ奪い取って、１価の陽イオン
にするのに必要なエネルギーを示す。すなわち、「ある原子の１価の陽イオンの電子親和
力」と「その原子の第１イオン化エネルギー」とは等しいと言える。
【００３７】
　同一周期では、希ガスの第１イオン化エネルギーは極めて大きいが、例えば放電等では
、希ガスをイオン化することは難しい。希ガスを除いて、水素より第１イオン化エネルギ
ーが高い元素は、窒素、酸素、フッ素、塩素しかない。フッ素と塩素は、基本的に単体で
は存在しない。窒素、酸素は、例えば放電等では１価の陽イオンにはならない。よって、
１価の陽イオンの電子親和力としては、水素イオンが最大となる。
【００３８】
　例えば、オキソニウムイオンのうちヒドロニウムイオンは、Ｈ＋とＨ２Ｏの結合である
から、ヒドロニウムイオンの電子親和力（酸化力）は、水素イオンの電子親和力と等しい
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約１３．６ｅＶであると考えられる。この値から、ヒドロニウムイオンの酸化力は、活性
酸素種の酸化還元電位と比べて遥かに高いと言える。
【００３９】
　次に、オキソニウムイオンの酸化力の強さを確認する検証試験を行った。この検証試験
では、図２Ａ及び図２Ｂに示した電極構造体１１を作製し、これを用いてオキソニウムイ
オンを生成した。ここで、タングステンで形成した直径１ｍｍの針電極１２と、ステンレ
スで形成した直径１０ｍｍ厚さ１．５ｍｍの円盤状の平板電極１３と、内部直径Ｙ２が２
５ｍｍ、外部直径Ｙ３が３２ｍｍ、厚さ１．４ｍｍのポリ塩化ビニールで形成した電極支
持部材１４とを用いて、実施例となる電極構造体１１を作製した。
【００４０】
　この実施例では、電極間距離Ｙ１は２０ｍｍとし、正極性の直流電圧として針電極１２
に２０ｋＶを印加し、平板電極１３はアースに接続した。これにより、針電極１２及び平
板電極１３の間に放電が確認できた。この放電は、針電極１２に正極性の直流電圧が印加
され、平板電極１３をアースに接続させていることから、正極性コロナ放電となる。
【００４１】
　そして、複数本の鉄釘を用意し、鉄釘に電極支持部材１４の開口端部を近づけ、約４８
時間、正極性コロナ放電を発生させ続けた。また、これとは別に、比較例として、マイナ
スイオン・オゾン発生器（村田製作所製マイナスイオン発生器MHM305、及び村田製作所製
マイナスイオン/オゾン発生器MHM306）を用意し、同様に、複数本の鉄釘に約４８時間、
マイナスイオン及びオゾンを照射し続けた。マイナスイオン及びオゾンを照射する際の設
定条件は、同様に、複数本の鉄釘に約４８時間、マイナスイオン及びオゾンを照射し続け
た。印可電圧は、製品の仕様で２ｋＶとした。
【００４２】
　その結果、実施例では、鉄釘の表面全体が黒く変色して錆が生じていることを目視で確
認した。一方、比較例では、鉄釘の表面がほぼ当初の銀色のままであり、ほとんど錆が生
じていないことを目視で確認した。このように、実施例では、活性酸素種を用いた比較例
に比べて、酸化力が強いことが確認できた。
【００４３】
　＜オキソニウムイオンの酸化力と乾燥能力の関係について＞
　ここで、水の沸点は１００℃、気化熱は２２５０ｋＪ／ｋｇである。エタノールの沸点
は８０．３℃、気化熱は３９３ｋＪ／ｋｇである。エーテルの沸点は３４．５℃、気化熱
は３２７ｋＪ／ｋｇである。このように、水が極めて大きな気化熱を持つことが分かる。
これは、水分子が極性を持つことにより、水素結合が働き、クラスターといわれる塊を作
っていることが原因と考えられる。
【００４４】
　水の気化熱である２２５０ｋＪ／ｋｇを、水１分子当たりに換算すると、０．４ｅＶ程
度である。クラスターとなっている水分子に、例えばヒドロニウムイオンが近づくと、１
３．６ｅＶの酸化力（電子親和力）が働き、水素結合を形成している電子を剥ぎ取り、そ
の電子を高エネルギー（１３ｅＶ程度）の自由電子に変えることが期待される。高エネル
ギーの自由電子は、水素結合を形成している電子に衝突し、さらにその電子を高エネルギ
ーの自由電子に変えることも期待できる。
【００４５】
　オキソニウムイオンを照射すると、酸化反応の連鎖が起こり、クラスター分子の大きさ
が小さくなることが期待できる。水クラスターの構造や安定性については、近年、実験及
び計算により研究されている。計算化学では、環状のクラスター（Ｈ２Ｏ）ｎについて、
ｎを３から６０までのものの構造が検討されている。環が大きくなるにつれて、酸素原子
間の距離は縮まるという計算結果が得られている。
【００４６】
　これは、水素結合により水素を受容した分子は電荷の分布が変わり水素を供与する力も
増えるため、水の集合体が大きくなると、協同的に水素結合が強められるためと考えらえ
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ている。このことは、クラスターの大きさが小さくなると、気化熱が小さくなることを意
味する。水分子の六量体にはいくつかの異性体が予想されており、環状、冊子型、バッグ
型、かご型、プリズム型のものがほぼ同程度の安定性を持つと算出されている。七量体に
ついても２種類のかご型の異性体が計算で得られており、八量体では環状のものと立方体
型のものが算出されている。さらに巨大なクラスターとして、フラーレン型の２８量体「
ｂｕｃｋｙ ｗａｔｅｒ」や、２８０個の水分子が正二十面体状に集まったものが、エネ
ルギーの極小値を持つものとして計算されている。近年は ａｂ ｉｎｉｔｉｏ法（非経験
的方法）による水クラスターの解析もなされている。
【００４７】
　ここで、水の蒸発速度をｖとし、気化熱をＬＶとすると、これら蒸発速度ｖ及び気化熱
ＬＶの関係については、クラペイロン（Clapeyron）－クラウジウス（Clausius）の式に
より下記のように表すことができる。
【００４８】
　ｖ＝ｖＯ・ｅｘｐ（－ＬＶ／ｋＢＴ）　…（１）
　ここで、ｖＯは、積分定数を示し、ｋＢは、ボルツマン定数を示し、Ｔは温度を示す。
【００４９】
　図４は、ｖ／ｖＯの値を、気化熱ＬＶの関数として表したものである。図４から、気化
熱ＬＶが小さくなると、蒸発速度ｖが大きくなることが分かる。よって、オキソニウムイ
オンを照射することで、酸化反応の連鎖が起こり、クラスター分子の大きさが小さくなっ
て気化熱が小さくなると、蒸発速度が大きくなる。よって、オキソニウムイオンを有機物
に照射した場合、同じエネルギーで、より多くの水を蒸発させることが期待できる。なお
、オキソニウムイオンを用いた乾燥能力の検証試験については「実施例」にて後述する。
【００５０】
　＜作用及び効果＞
　以上の構成において、有機物分解処理用イオン生成装置４では、針電極１２及び平板電
極１３を対向配置し、直流電源部９によって正極性の直流電圧を針電極１２に印加する。
直流電源部９は、電圧制御部１０によって直流電圧を所定の電圧値に設定し、大気圧中で
針電極１２及び平板電極１３の間に正極性コロナ放電を発生させる。
【００５１】
　これにより、有機物分解処理用イオン生成装置４では、針電極１２及び平板電極１３の
間に発生した正極性コロナ放電により、有機物の分解処理能力が高いオキソニウムイオン
を生成できる。かくして、有機物分解処理用イオン生成装置４では、有機物の分解処理に
オキソニウムイオンを使用することで、有機物の分解処理能力を従来よりも一段と向上さ
せることができる。
【００５２】
　また、有機物分解処理用イオン生成装置４では、電極支持部材１４の中空空間ＥＲ１で
針電極１２及び平板電極１３を対向配置させて正極性コロナ放電を発生させる。これによ
り、有機物分解処理用イオン生成装置４は、筒状の電極支持部材１４の開口端部のみから
オキソニウムイオンを排出させることができるので、開口端部の方向を選定することで、
意図した方向にのみオキソニウムイオンを集中的に送出させることができる。かくして、
有機物分解処理用イオン生成装置４は、筐体８内でオキソニウムイオンが放射状に飛散さ
れることを抑制し、意図した方向に向けて、より遠くまでオキソニウムイオンを飛散させ
ることができる。
【００５３】
　さらに、有機物分解処理用イオン生成装置４では、中空空間ＥＲ１の中心軸Ｘ上に筐体
８の排出口が位置するように電極支持部材１４を配置し、導入口から筐体８内に導入され
た送風機３からの気体を、中空空間ＥＲ１を通過させて直線的に排出口に向けて送出する
。これにより、有機物分解処理用イオン生成装置４では、中空空間ＥＲ１で生成されたオ
キソニウムイオンを、直接、排出口から格納槽２内に導くことができる。かくして、オキ
ソニウムイオンが筐体８内で吹き付けられる箇所を限定し、その分、強力な酸化力を有す
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るオキソニウムイオンにより筐体８内が損傷してしまうことを抑制できる。
【００５４】
　＜他の実施形態＞
　本発明は上記実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨の範囲内で適宜変更す
ることが可能である。例えば、電極構造体１１を筐体８内の種々の位置に設けてもよい。
また、有機物分解処理装置１として、有機物へのオキソニウムイオンの照射に加えて、有
機物に対する加熱及び攪拌を同時に行い、有機物を分解処理する場合について述べたが、
本発明はこれに限らない。例えば、有機物へのオキソニウムイオンの照射のみを行う有機
物分解処理装置や、有機物へのオキソニウムイオンの照射に加えて、有機物に対する加熱
又は攪拌のいずれか一方のみを行う有機物分解処理装置であってもよい。
【実施例１】
【００５５】
　次に、電極構造体１１を用いた上述の実施例と同様に、２０ｋＶの正極性の直流電圧を
針電極１２に印加し、平板電極１３をアースに接続して、大気圧中で正極性コロナ放電を
発生させた。そして、生成されたオキソニウムイオンの個数密度について調べる検証試験
を行った。ここでは、電極構造体１１から測定位置を離してゆき、所定距離ｘ毎に、電極
構造体１１で生成されたオキソニウムイオンの個数密度をイオンカウンタ（イオントレー
ディング社製、商品名イオンカウンタ NKMH-103 (超ワイドレンジ型)で測定した。その結
果、図５に示すように結果が得られた。
【００５６】
　図５中、○はイオンカウンタで測定した測定値を示し、実線は測定値を指数関数でフィ
ッティングしたものである。距離ｘ＝０ｃｍ近辺では、５０００万個／ｃｍ３程度以上の
オキソニウムイオンが生成されていると考えられる。図５に示すように、オキソニウムイ
オンの個数密度は、距離ｘを大きくするに従って次第に低下していった。よって、電極構
造体１１は、分解処理する有機物に近い位置に設置し、オキソニウムイオンを有機物に直
接到達させることが望ましいことが確認できた。
【００５７】
　次に、オキソニウムイオンの乾燥能力を評価する検証試験を行った。ここでは、十分な
量の水を吸収させた高分子吸収体（以下、含有高分子吸収体と称する）を１００ｇずつ取
り分け、４つの含水高分子吸収体を用意してそれぞれ容器（タッパー）に入れた。そして
、電極構造体１１を用いた上述の実施例と同様に、２０ｋＶの直流電圧を針電極１２に印
加して正極性コロナ放電を発生させ、生成したオキソニウムイオンを、１つの目の含水高
分子吸収体に照射した。
【００５８】
　２つ目の含水高分子吸収体には、比較例１として用意したマイナスイオン・オゾン発生
器（村田製作所製マイナスイオン発生器MHM305、及び村田製作所製マイナスイオン/オゾ
ン発生器MHM306）を用い、マイナスイオン及びオゾンを照射した。マイナスイオン及びオ
ゾンを照射する際の設定条件は、同様に、複数本の鉄釘に約４８時間、マイナスイオン及
びオゾンを照射し続けた。印可電圧は、製品の仕様で２ｋＶである。
【００５９】
　３つ目の含水高分子吸収体には、比較例２として用意したマイナスイオン発生器（村田
製作所製マイナスイオン発生器MHM305、及び村田製作所製マイナスイオン/オゾン発生器M
HM306）を用い、マイナスイオンのみを照射した。マイナスイオンを照射する際の設定条
件は、製品の仕様で印可電圧は２ｋＶとした。
【００６０】
　４つ目の含水高分子吸収体は、オキソニウムイオンやマイナスイオン、オゾン等を照射
せずに自然乾燥させた。
【００６１】
　そして、これら４つの含有高分子吸収体について、それぞれ１２時間毎に４８時間経過
時までの蒸発質量と残存質量を測定した。その結果、図６及び図７に示すような結果が得
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られた。図６及び図７では、実施例の測定結果を「本装置」とし、○で示している。また
、比較例１の測定結果は□で示し、比較例２の測定結果は△で示し、無照射時の測定結果
は×で示している。
【００６２】
　ここで、残存質量はタニタのKD-192で測定し、初期質量から残存質量を引くことにより
、蒸発質量を求めた。図６及び図７から、マイナスイオン及びオゾンを照射した比較例１
や、マイナスイオンのみを照射した比較例２は、蒸発質量及び残存質量が無照射のときと
ほとんど変わらないことが確認できた。
【００６３】
　これに対して、実施例である、オキソニウムイオンを照射した場合は、比較例１や比較
例２、無照射のときと比較して、蒸発質量が極めて大きくなり、また残存質量が極めて小
さくなることが確認できた。
【００６４】
　次に、上述した検証試験と同じ含水高分子吸収体を用意し、含水高分子吸収体から５０
ｃｍ程離した位置に実施例の電極構造体１１を設置した後、含有高分子吸収体に対してオ
キソニウムイオンを照射した。含有高分子吸収体について、１２時間毎に４８時間経過時
までの蒸発質量と残存質量を測定したところ、図８及び図９に示すような結果が得られた
。
【００６５】
　図８及び図９では、比較例として無照射のときの測定結果を示している。図８及び図９
に示すように、電極構造体１１を含水高分子吸収体から５０ｃｍ程離しても、蒸発質量が
極めて大きくなり、また残存質量が極めて小さくなることが確認できた。よって、電極構
造体１１を含水高分子吸収体から５０ｃｍ離しても、水の蒸発量を十分に確保できること
が確認された。
【００６６】
　次に、２つの容器（タッパー）を用意し、各容器内にそれぞれ水を１００ｃｃずつ入れ
た。そして、１つ目の容器には、容器から５ｃｍ程離した斜め上位置に、電極構造体１１
を設置した。次いで、容器内の水に対して、電極構造体１１で生成したオキソニウムイオ
ンを照射した。なお、残りの容器の水はそのまま放置した。そして、１２時間毎に４８時
間経過時までの水の蒸発質量と残存質量をそれぞれ測定したところ、図１０及び図１１に
示すような結果が得られた。
【００６７】
　実施例として、オキソニウムイオンを照射した場合は、放置したときと比較して（図中
、無照射と表記）、蒸発質量が極めて大きくなり、また残存質量が極めて小さくなること
が確認できた。
【００６８】
　以上のように、針電極１２及び平板電極１３を筒状の電極支持部材１４で支持し、かつ
２０ｋＶという高い直流電圧を針電極１２に印加した実施例では、５ｃｍや５０ｃｍ離れ
た箇所でも水の蒸発に大きな効果を奏することが確認できた。実施例のような構成とする
ことで、電極構造体１１で生成されたオキソニウムイオンの飛行速度は速くなり、オキソ
ニウムイオンがより遠くまで飛んでいると推定される。
【符号の説明】
【００６９】
　１　有機物分解処理装置
　２　格納槽
　３　送風機
　４　有機物分解処理用イオン生成装置
　８　筐体
　９　直流電源部
　１０　電圧制御部
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　１２　針電極
　１３　平板電極
　１４　電極支持部材

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】 【図７】

【図８】
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【図９】

【図１０】

【図１１】
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